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労働保険料等の納付猶予（特例） 

申請の手引 

―労働保険事務組合向けー 

 

 

 

 
 

令和２年５月 26日版 

手続きの流れ 

１ 委託事業主において「労働保険料等納付の猶予申請書(事務組合の

委託事業場用)」を作成し、必要書類と併せ事務組合に提出 （⇒２ページ） 

２ 事務組合において申請書の記載内容を確認し、「納付猶予申請内訳書

（事務組合用）」を作成 （⇒４ページ） 

３ 事務組合から「納付猶予申請内訳書（事務組合用）」と個々の委託事

業主の「労働保険料等納付の猶予申請書(事務組合の委託事業場用)」を

取りまとめて、労働局に提出 （⇒５ページ） 

４ 労働局から事務組合に許可・不許可の通知を送付 （⇒６ページ） 

都道府県労働局での審査 

新型コロナウイルス感染症等の影響により、事業に係る収入に相当の減少があった事業

主の方にあっては、申請により、労働保険料等の納付を１年間猶予することができます。 
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１ 委託事業主において「労働保険料等納付の猶予申請書(事務組合

の委託事業場用)」を作成し、必要書類と併せ事務組合に提出 

作成、必要書類とあわせて事務組合に提出 ○ 委託事業主が「労働保険料等納付の猶予申請書（事務組合の委託事業場

用）」における必要事項を記載します。 
※ 申請書、申請書の書き方は厚生労働省ホームページの以下 URL からダウンロードできます。 

  URL：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10647.html 

 ※ 同一事業場について複数の労働保険番号がある場合は、労働保険番号ごとに申請することになります。 

＜特例猶予を受けるための要件の確認＞ 

猶予を希望する委託事業場が、以下の要件を満たしていることが必要です。 

① 令和２年２月１日以後に事業につき相当な収入の減少があったことその他これに類する

事実があること（※１） 

② その相当な収入の減少等が、新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置

の影響によるものであること（※２） 

③ 一時に納付することが困難であると認められる労働保険料等があること（※３） 

④ 事務組合を通じて、納期限までに申請がされたこと 

   特例猶予を受けることができる労働保険料等は、令和 2年 2月 1日から令和 3年 1月 31 日（※）

までに納期限が到来する労働保険料等が対象になります。 
  （※）事務組合が令和２年度の労働保険料等の納付について延納を希望する場合、委託事業主が第３期の納期限（令和

３年２月 15 日）を令和３年１月 29 日までとして取り扱うことを希望した上で、特例猶予を申請することが可能

です。 

 

※1  「事業につき相当な収入の減少」とは、令和２年２月１日から猶予を受けようとする労働保険料等の納期

限までの間の任意の期間（１か月以上。以下「調査期間」という。）の収入金額につき、その調査期間の直

前１年間における調査期間に対応する期間（以下「基準期間」という。）の収入金額に対して、概ね 20％以

上減少していると認められることをいいます。 

    受付対象外の事業はなく、新規適用事業や一括有期事業など全ての事業が対象となります。 

※2  新型コロナウイルス感染症の影響によるイベント開催又は外出等の自粛要請、入国制限、その他の理由

で収入が減少していることが要件となります。 

※3  「一時に納付が困難」とは、納付すべき労働保険料等を一時に納付する資金がないこと、又は納付すべき

労働保険料等を事業の継続のために必要な少なくとも今後６か月間の運転資金に充てた場合に労働保険料

等を納付する資金がないことをいいます。 

 

○ 委託事業主が必要書類を準備します。 
申請書＜２猶予額の計算＞欄の記載内容について根拠となる書類を準備する必要がありますが、

準備することが難しい場合は、記載内容について、都道府県労働局における審査時に口頭で確認す

る場合があります。  

 

《申請書の記載にあたり根拠となる書類》 

■本年と昨年の収支状況が記載された元帳や売上帳などの帳簿 

※会計ソフトから出力した収支状況が記載された書類（例：試算表）でも可 

 

■手元資金の有り高が分かる現金出納帳や預金通帳等 

 ※ 国税、地方税、厚生年金保険料等について特例猶予等が許可等されている場合は、既に許可等を受

けているものに係るその申請書及び猶予許可通知書等のコピーを添付いただくことにより、申請書の

「２ 猶予額の計算」の記載を「別紙国税の許可通知書等のとおり」等と記載いただくことにより省略

できます。 
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（⑮）納付可能金額

＝
０ 円 円

（②）猶予額

800,352

（①）納付すべき労働保険料等

800,352 円
－

　⑸　猶予を受けようとする金額

＜申請書の記入例＞（一部の欄は省略）  

 

（例１）事務組合が延納を希望し、納付可能金額の算出がない場合 

 
 

 

 

 

 

 

 

※１ 表面「労働保険料等の額」の欄 

 事務組合が委託事業主に送付する「労働保険料等納入通知書」の「各期別納付額」（「全期・第１期」につ

いてはこの額に一般拠出金を加えた額）を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☑

令和　２　年　７　月　１　日

△ △

X X X

　　港区赤坂X－X

第３期

800,352合　　　計 ② 800,352

265,647

事務組合が

全納を希望

する場合

☑

納付すべき労働保険料等の納期限の翌日　から　令和　　　3年　　　 8月　　31日まで　　　1年間

納付すべき労働保険料等の納期限の翌日　から　令和　　　3年　　　8月　   31日まで　　　1年間

納付すべき労働保険料等の納期限の翌日　から　令和　　  3年　　 11月　　 16日まで　　　1年間

納付すべき労働保険料等の納期限の翌日　から　令和　　　4年　　　1月　　 29日まで　　　1年間

猶　予　期　間（全納）

猶予期間（第１期）☑

猶予期間（第２期）☑

猶予期間（第３期）

事務組合が

延納を希望

する場合

その他の理由で収入が減少
　　（理由を記載）

☑

感
染
症
等
の
影
響

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

外出自粛要請で収入が減少

イベント等の自粛で収入が減少備　考

入国制限で収入が減少

猶予を希望する額

R2 265,647R3・1・29

期 納期限

R2・8・31全期・第1期

265,647

△

申
請
者

住　 所

　1　申請者名等　（以下の項目について、ご記入をお願いします。）

△ △

3 X X X X X X X

法 人 番 号 △

1

△ △

X X

事業名

 事業主
氏 名

○○印刷（株）

○　　　○　　　太　　郎              印

納

付

す

べ

き

労

働

保

険

料

等
①

労働保険料等の額

令和2

☑

令和２年度第３期の納
期限を令和３年１月29
日までとして取り扱う
ことを希望した上で、
本猶予を申請します。

R2

269,058
円

年度

265,647R2・11・16第２期

申請年月日

労　働　保　険　番　号

携帯電話　　090　　　（XXXX）XXXX

令和２年度第
３期の労働保
険料等の猶予
を希望する場
合

△ △△

電話番号　　　03　  （XXXX）XXXX

△△

269,058
円

必ず事務組合で確

認してください。

猶予を希望する期にチェックしてください。

※１

　２　猶予額の計算
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（例２）事務組合が延納を希望し、納付可能金額の算出がある場合 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

☑

令和　２　年　７　月　１　日

△ △

X X X

　　港区赤坂X－X

第３期

800,352合　　　計 ② 718,009

265,647

事務組合が

全納を希望

する場合

☑

納付すべき労働保険料等の納期限の翌日　から　令和　　　3年　　　 8月　　31日まで　　　1年間

納付すべき労働保険料等の納期限の翌日　から　令和　　　3年　　　8月　   31日まで　　　1年間

納付すべき労働保険料等の納期限の翌日　から　令和　　  3年　　 11月　　 16日まで　　　1年間

納付すべき労働保険料等の納期限の翌日　から　令和　　　4年　　　1月　　 29日まで　　　1年間

猶　予　期　間（全納）

猶予期間（第１期）☑

猶予期間（第２期）☑

猶予期間（第３期）

事務組合が

延納を希望

する場合

その他の理由で収入が減少
　　（理由を記載）

☑

感
染
症
等
の
影
響

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

外出自粛要請で収入が減少

イベント等の自粛で収入が減少備　考

入国制限で収入が減少

猶予を希望する額

R2 265,647R3・1・29

期 納期限

R2・8・31全期・第1期

265,647

△

申
請
者

住　 所

　1　申請者名等　（以下の項目について、ご記入をお願いします。）

△ △

3 X X X X X X X

法 人 番 号 △

1

△ △

X X

事業名

 事業主
氏 名

○○印刷（株）

○　　　○　　　太　　郎              印

納

付

す

べ

き

労

働

保

険

料

等
①

労働保険料等の額

令和2

☑

令和２年度第３期の納
期限を令和３年１月29
日までとして取り扱う
ことを希望した上で、
本猶予を申請します。

R2

269,058
円

年度

265,647R2・11・16第２期

申請年月日

労　働　保　険　番　号

携帯電話　　090　　　（XXXX）XXXX

令和２年度第
３期の労働保
険料等の猶予
を希望する場
合

△ △△

電話番号　　　03　  （XXXX）XXXX

△△

186,715
円

必ず事務組合で確

認してください。

猶予を希望する期にチェックしてください。

※１

（⑮）納付可能金額

＝
82,343 円 円

（②）猶予額

718,009

（①）納付すべき労働保険料等

800,352 円
－

　⑸　猶予を受けようとする金額

納付可能金額は、まず

は１期目に充当する。 

納付可能金額あり 

　２　猶予額の計算
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546,646円 円 546,646円合　　計 562,131円 82,343円 479,788円 546,646円 円 546,646円

円 265,647円015 ○○印刷（株） 269,058円 82,343円 186,715円 265,647円 円 265,647円 265,647円

85,301円 85,301円 円 85,301円

円 195,698円

007 ○○製本所 85,731円 円 85,731円 85,301円 円

猶予額（③）
（①－②）

001 (株)○○家具 207,342円 円 207,342円 195,698円 円 195,698円 195,698円

猶予額（③）
（①－②）

納付すべき労働
保険料等（①）

納付可能金額
（②）

猶予額（③）
（①－②）

納付すべき労働
保険料等（①）

納付可能金額
（②）

労働保険番号の
枝番号

委託事業場の名称

全期・第１期
（納付猶予後の納期限　令和３年８月31日）

第２期
（納付猶予後の納期限　令和３年11月16日）

第３期
（納付猶予後の納期限　令和４年１月29日）

納付すべき労働
保険料等（①）

納付可能金額
（②）

 

 

 

 

 

①  事務組合において、委託事業主から提出された１の申請書の記載内容を確認してくださ

い。特に申請書＜１申請者名等＞欄の「納付すべき労働保険料等」欄（※）及び「事務組

合が全納を希望する場合」又は「事務組合が延納を希望する場合」欄の記載内容は、必ず

確認してください。 

（※）申請書＜１申請者名等＞欄の「納付すべき労働保険料等」欄の各期の労働保険料等の額は、「労働

保険料等納入通知書（組様式第７号（甲））」の期別納付額欄の各期納付額（全納及び延納の第１

期においては、この額に一般拠出金額を加えた額）と一致します。 

 

② 「納付猶予申請内訳書（事務組合用）」を作成してください。 

内訳書の作成にあたっては、各委託事業主から提出された申請書＜１申請者名等＞欄の「納付すべき労

働保険料等」欄のうち、猶予を希望する期における「労働保険料等の額」、「猶予を希望する額」及び＜２

猶予額の計算＞欄の「⑮納付可能金額」を、内訳書の別記の猶予を希望する期の「納付すべき労働保険料

等（①）」、「猶予額（③）」及び「納付可能金額②」に各々転記してください。 
「納付猶予申請内訳書（事務組合用）」は厚生労働省ホームページの以下 URL からダウンロードできます。 

  URL：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10647.html 

 

＜内訳書の別記の記載例＞  〇労働保険料等納付の猶予申請書(事務組合の委託事業場用)（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇内訳書の別記 

  

718,009 円

　⑸　猶予を受けようとする金額

（①）納付すべき労働保険料等
－

（⑮）納付可能金額
＝

（②）猶予額

800,352 円 82,343 円

２ 事務組合において申請書の記載内容を確認し、「納付猶予申請内

訳書（事務組合用）」を作成 

合　　　計 ① 800,352 ② 718,009

R2 第３期 R3・1・29 265,647 265,647

269,058 186,715

R2 第２期 R2・11・16 265,647 265,647

令和2 全期・第1期 R2・8・31
円 円

△

納

付

す

べ

き

労

働

保

険

料

等

年度 期 納期限 労働保険料等の額 猶予を希望する額 備　考

△ △ △ △ △ △

X X X

法 人 番 号 △ △ △ △ △ △

X X X X X X

 事業主
氏 名

○　　　○　　　太　　郎              印

労　働　保　険　番　号 1 3 X X X

申
請
者

住　 所
　　港区赤坂X－X

電話番号　　　03　  （XXXX）XXXX 携帯電話　　090　　　（XXXX）XXXX

事業名 ○○印刷（株）

　1　申請者名等　（以下の項目について、ご記入をお願いします。）

　２　猶予額の計算
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○ 事務組合においては、委託事業主から提出された「労働保険料等納付の猶予申請書（事務組

合の委託事業場用）」等とともに、「納付猶予申請内訳書（事務組合用）」を事務組合の所在地

を管轄する都道府県労働局に提出してください。 

 

〇 特例猶予を申請する委託事業主において、根拠となる書類を準備することが難しい場合は、

職員が口頭での聞き取りにより確認させていただくことがあります。  

 

〇 なお、令和２年度の労働保険料等について特例猶予の申請があった場合には、特例猶予の許

可をもって、当年度の労働保険料の口座振替ができなくなり、都道府県労働局からお渡しす

る納付書により納付すべき労働保険料等の額を納めていただくことになりますのでご注意く

ださい。 

 

〇 一部猶予（納付可能金額が算出されている場合）を希望する委託事業主からの申請がある

場合には、当該委託事業主の納付可能金額分が納付されたことを確認した上で、一部猶予の

許可を行うことになりますので、労働局から送付する納付書（※）により、早めに納付してい

ただくようお願いします。 

 （※）この場合、納付書には、「猶予を希望する委託事業場の納付可能金額の合計」及び「猶予を申請して

いない委託事業場の労働保険料等の合計」の合計額が記載されています。 

 

 

 

 

 都道府県労働局において、事務組合を通じて提出された委託事業主からの申請書等に基づ

き、特例猶予の許可・不許可、猶予を許可する金額などの審査を行います。 

（１）申請書及び内訳書の補正 

申請書及び内訳書の記載に不備がある場合などは、労働局から電話等により確認のう

え、補正をさせていただく場合があります。ただし、やむを得ない場合は、返戻による

補正をお願いする場合があります。 

（２）申請内容の審査 

 労働局の職員が、申請書に記載された内容（令和２年２月１日以後に適用事業場につ

き相当な収入の減少があったことなどの詳細、財産の状況、収支の実績及び見込み等）

について、口頭で確認させていただくことがあります。 

３ 事務組合から、「納付猶予申請内訳書（事務組合用）」と個々の委

託事業主の「労働保険料等納付の猶予申請書（事務組合の委託事業場

用）」等を都道府県労働局に提出 

都道府県労働局による審査 



7 

 

 

 

 

 

＜猶予が許可された場合＞ 

 都道府県労働局から、委託事業主宛ての「納付の猶予（特例）許可通知書（事務組合委

託事業主用）」（別記に許可された事業場の一覧を記載）を事務組合に送付します。 

事務組合においては、特例猶予の許可の対象となった委託事業主から、許可通知書

（写）を求められた場合は、「納付の猶予（特例）許可通知書」の表紙及び別記の当該委託

事業主の事業場に係る欄のみを表示（他の事業主の事業場に係る欄は伏せる）した上で、

当該委託事業主にお渡しください。 

また、事務組合においては、特例猶予が許可された委託事業場については、「労働保険料

等徴収及び納付簿（様式第１７号）」に必要事項等を追記し、明確にしておいてください。 

 

＜猶予が不許可となった場合＞  

 都道府県労働局から、特例猶予が不許可となった委託事業主に係る「納付の猶予（特

例）不許可通知書」を事務組合あてに送付します。速やかに、不許可となった委託事業主

にお渡しください。 

なお、不許可となった委託事業主が猶予の不許可に不服がある場合は、所定の期間内に

限り不服申立てをすることができます。 

 

 

※ご不明な点があれば、都道府県労働局にお問い合わせください。 

４ 都道府県労働局から事務組合に許可・不許可の通知を送付 


